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平成 30 年 12 月 21 日 

各  位 

 

 

 

通期連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、最近の業績の動向等を踏まえ、平成 30 年２月 13 日の平成 29 年 12 月期の本決算発

表時に開示した平成 30年 12 月期（平成 30 年１月１日～平成 30 年 12 月 31 日）の業績予想を

修正することとしましたので、お知らせいたします。 

 

１．当期の連結業績予想数値の修正（平成 30 年１月１日～平成 30 年 12 月 31 日） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

40,000 

百万円 

1,470 

百万円 

1,500 

百万円 

900 

円 銭 

117.87 

今回修正予想（Ｂ） 
40,000 

～ 43,000 

200 

～ 300 

200 

～ 300 

0 

～ 100 

0.00 

～12.77 

増減額（Ｂ－Ａ） 
0 

～ 3,000 

△1,270 

～ △1,170 

△1,300 

～ △1,200 

△900 

～ △800 
----- 

増減率（ ％ ） 
0.00 

～7.50 

△86.39 

～ △79.59 

△86.67 

～ △80.00 

△100.00 

～ △88.89 
----- 

（参考）前期連結実績 

(平成 29 年 12 月期) 
31,110 857 960 677 89.08 

 

 

２．修正の理由 

平成 30 年 12 月期は３年間の中期経営計画の最終年度にあたり、当社グループは課題と

しております「開拓してきた幅広いマーケットの深掘りと利益基盤の構築」の実現に向
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け、従来の主要分野である店舗施設事業における顧客数の増加、メンテナンス事業におけ

る取引店舗数の拡大はもとより、新事業分野についても将来の主力事業として発展させる

べく取り組んで来ました。その結果を見ますと、平成 30 年 12 月期第３四半期連結累計期

間での前年同四半期比の実績については、新事業分野が創業以来の事業である「店舗施設

の企画制作事業」の 11.0%増を大きく上回っており、具体的には「食品工場、物流倉庫の

企画制作事業」が 119.7%増、「商業施設の企画制作事業」が 52.6%増、「建築事業」が

91.3%増を記録し、大幅な増収となっております。それら新事業分野の寄与もあり、平成

30 年 12 月期の連結売上高は期初予想の 400 億円以上を見込んでおります。 

当社は、各事業を成長させるために技術の核である「人」へ投資することが重要だと考

えており、数年前から積極的に先行投資を行ってまいりました。2020 年の東京オリンピッ

ク後も続くと推測している職人不足や施工管理者等の技術者不足に対応するために、中途

採用者の積極採用は当然ながら、新卒採用を大幅に増やすことで企業内職人を自社で早期

に育成し、利益を創出する基盤を創ってまいりました。特に平成 30 年 12 月期において

は、生産性向上のため、コンサルティング会社による社員育成を進めると共に、社員に休

息を取得させ、健康状態を保つための「働き方改革」を更に進めるべく、外部の施工管理

者を起用してまいりました。 

第３四半期においても継続して「人」への投資を進めておりましたが、一部において利

益率の目論見が下回った現場があり、各利益率が期初の当社計画より未達の内容となりま

した。しかし、「平成 30年 12 月期 第３四半期決算短信」公表時点においては、当社の受

注環境が好調であるため、第４四半期において売上高の追加計上と、人員体制の整備や人

員の熟練度合いの向上により、利益率がアップすることで、期初の業績予想の各利益の達

成は可能と見ておりました。 

しかし、第４四半期において、利益額を補填するほど売上高の追加計上が思うほど進ま

なかったこと、第４四半期においても想定と外れて人員体制の整備や人員の熟練度合いの

進捗が遅れていることに加え、一部現場では建物自体の工事遅れの影響を受け、大幅に減

ると見込んでいた外部への施工管理委託にかかる費用が増加したままであったこと、ま

た、人員体制の整備のためのコンサルタントの活用を継続し生産性の向上をいち早く目指

した方がよいとの判断からコンサルタント料が第４四半期も発生したため、第４四半期に

て利益の回復を見込めない状況となりました。 

上記の当社の経営状態を受け、平成 30 年 12 月期の当社連結業績について、売上高は期

初の業績予想金額以上となるものの、利益面においてはコストの大幅な増加により、今

回、平成 30 年 12 月期の通期業績予想を修正することといたしました。修正を行う主たる

理由と期初予想との金額差異については以下のとおりです。 

 

【連結売上高】 

期初の業績公表数値である連結売上高 400 億円以上となる見込みであります。な
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お、当期末の引渡し予定案件も複数あることから、連結売上高 400 億円以上の金額部

分については、計上が来期にずれる可能性がないか精査中であります。 

 

【連結営業利益・連結経常利益・連結当期純利益】 

10 月以降の案件について、新卒採用者及び中途採用者による施工管理を見込んでお

りましたが、想定以上に育成に時間を要したこともあり、外部の施工管理委託を継続

せざるを得ず、通期において売上原価が約５億円（第４四半期において約１億５千万

円）の増加となったことに起因し、売上総利益率が低下する見込みです。 

また、昨今の労働市場における人手不足や働き方改革に対応するため経験を有する

中途採用を進めた結果、通期において販売費及び一般管理費が約５億２千万円（第４

四半期において 1億６千万円）の増加となる見込みです。 

更に、働き方改革や生産性の向上への対応として、様々な体制整備を行うため外部

のコンサルタントを活用した結果、通期において販売費及び一般管理費が約３億円

（第４四半期において約５千万円）の増加となる見込みです。 

 

なお、今回の通期業績予想の修正につきましては、引渡し時期が期末となる案件が複数

件あることから精査を進めておりますが、現時点においては精緻な予想が困難であるた

め、レンジによる予想としております。業績の見通しの精度が上がってきた時点で、レン

ジ形式から固定数値に修正する予定であります。 

 

（業績予想に関する注意事項） 

上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものです。実際の業績

は、様々な要因により、この予想とは大きく異なる場合があり得ることをご承知おきくだ

さい。 

 

以 上 


